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＜内容＞
（本文は英語です）

●ナイジェリアの詩人
ニモ・バッシーへのインタビュー

ナイジェリアの詩人ニモ・バッ
シーは、国際環境NGO、FoEイ
ンターナショナルの議長も務め
る活動家である。その彼が、詩
に対する思いと化石燃料採掘
による汚染について語った。

●ブラジルの廃品回収人

ブラジル第3の都市ベロホライ
ゾンテに暮らし、廃品回収協同
組合で働くドナ・マリア・ブラス。
彼女が誇りを持つその仕事と
人々について。

●カイロからの手紙

ギター／リュート奏者で作曲家の友人が訪問した。彼が
師匠とあがめるバイオリン／リュート奏者のアブドゥ・ダ
ガーの家を訪ね、即興演奏と率直な議論を楽しんだ素敵
な時間。

●世界の国のプロフィール：ミクロネシア連邦

●風刺漫画コーナー

ビッグ・バッド・ワールド、オンリー・プラネットに加え、政
治マンガとコミック・ジャーナリズムの国際ネットワーク
Cartoon Movementとの協力で作品を掲載。
www.cartoonmovement.com
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＜内容＞

(本文は日本語です)

1　軍事産業の影響力

教育や保健医療の予算を削っても武器
購入をやめない国々。そこには、兵器産
業が持つ強い影響力と軍拡を競う悲しい
習性がある。

5　武器貿易 － その事実

巨額の軍事費、巨大軍事企業の売り上
げ、汚職、雇用創出……。その事実を
データで見る。

6　ワシントンの白象

米軍のステルス戦闘機F-22。この最も高
価な戦闘機はまだ一度も実戦配備され
たことがない。しかしそれは、少なくとも
雇用を創出すると言われるが、本当だろうか。

8　武器と政治の裏の世界

自身の政治生命を汚職との闘いに投じた南アフリカの国会議員。
彼が目の当たりにした武器取引にからむ汚職とは。

10　高まる無人航空機の脅威

無人航空機の操縦者から見れば、人間の命はコンピュータ画面上
の点にすぎない。そんな現実をよそに、法的な問題や倫理的な問
題を無視して、いくつもの国が無人航空機導入に傾いている。

13　99％が抵抗する理由

Foreign Policy In Focusの上級アナリスト、マーク・エングラーが、世
界の現象と問題を分析する。今月は、「占拠せよ運動」に参加して
いる人々の境遇や彼らが訴える不満を紹介するとともに、その彼ら
を批判する「53％」運動の人々の主張が、結局は「占拠せよ運動」
の動機になっている社会的不正義と不公正な制度を浮き彫りにし
ていることを明らかにする。

14　日本での動き～武器取引は規制できるのか？

【武器貿易条約構想誕生の背景と成立の行方】
2012年7月の条約採択に向け議論が進む武器貿易条約。日本は、
この国連決議の原共同提案国となっている。世界をカバーする武
器貿易規制の条約は可能なのか？　この条約の採択に向けて取り
組む特定非営利活動法人オックスファム・ジャパンのポリシー・オ
フィサー、夏木碧さんへのインタビュー。

18　ニュース＆オルタナティブ

・世界人権デー（12月9日）：占拠せよ運動の現状と今後の展開。
・ザンビア対中国？：20年ぶりの政権交代で新しい指導者が生まれた
ザンビア。中国に対する姿勢と新大統領の評価について。

・暖かくグリーンな火の揺らめき：環境負荷を低減できるエコな薪、エ
コ・ログとは。

20　編集後記、次号のお知らせ、ほか
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【定期購読（年10回発行：1/2月号と7/8月号は合併号）】

英語版  1年＝ \7,000

【最新号／バックナンバー 1部】 \500～\1,200

＜お問い合わせ・お申し込み＞
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日本政府はこの12月、次期主力戦闘機にF-35を選定し、

武器輸出三原則の緩和までもを決定した。これは、日本

の防衛産業にとって忘れられないニュースとなっただろう。

世界でも巨額の費用が防衛費に充てられ、膨大な資金が

武器購入に消えている。その源は各国国民の税金である

が、それに群がる政財界と官僚は癒着し、自社利益の増

大、あるいは自らの恩恵を確保することしか頭になく、購

入または販売する武器の有用性とその影響、そしてコスト

に対する意識が欠如している。今月は、知られざる世界

の軍事産業と武器取引の実態を探る。

※このほかの記事の詳細はウェブサイトをご覧ください。
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